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最新・行政の動き 

育介法の見直し検討 ３年改正法施行から５年 厚労省 

厚生労働省は労働政策審議会雇用環境・均等分科会を開き、育児介護休業法の見直しに関する議

論をスタートさせました。令和３年改正法（４年１月から順次施行）の施行から来年で５年が経過

することを踏まえたものです。改正附則では、施行後５年を目途として同法の規定について検討し、

必要がある場合には所要の措置を講ずるよう定めています。 

３年改正では、産後パパ育休の創設や育休を取得しやすい雇用環境整備、妊娠・出産の申出をし

た労働者に対する個別周知・意向確認の義務化、育休取得状況の公表義務化、育休の分割取得など

について規定しました。 

さらに７年には、柔軟な働き方を実現するための措置を義務付ける６年改正法が順次施行されま

した。３歳以上小学校就学前の子を養育する労働者に対しテレワークなどの措置を導入することや、

個別の周知・意向確認を義務付けています。育休取得状況の公表義務の対象企業も拡大しました。 

立て続けに制度改正が行われたことを踏まえ、使用者側の委員は、「当面は改正法の内容を企業

に定着させることと、施行状況を注視することが重要」と発言。「見直しを検討する場合でも、今

まさに必要な範囲に絞るべき」と強調しました。 
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ニュース 

メタスキルが重要に 
ＡＩ時代の人材育成で 労経白書 

厚生労働省は令和８年版労働経済の分析（労

働経済白書）を公表しました。職場へのＡＩの

浸透に伴って、論理的思考力やコミュニケーシ

ョン能力など幅広く応用できる「メタスキル」

の向上が重要になると指摘しています。メタス

キルの高い労働者は賃金が高い傾向にあること

から、メタスキルの獲得と処遇改善の好循環を

実現することが重要と強調しました。 

白書では、メタスキルを論理的思考力、批判

的思考力、問題解決能力、コミュニケーション

能力など、「特定の業務に留まらず応用可能な能

力」と定義しました。高学歴で管理職や専門職

である労働者はメタスキルを習得している可能

性が高く、メタスキルを習得している労働者ほ

ど、自己啓発への意識が強い傾向があるとしま

した。 

職場へのＡＩ導入による事業変革に伴い、労

働者の業務遂行時に求められるニーズにも常に

変化が生じるなかで、メタスキルの重要性が高

まっていくと訴えています。 

「日本語得意」思い込みに警告 
永住者の被災が多発 神奈川労働局 

 神奈川労働局は、休業４日以上の労働災害の

うち、外国人が被災する割合が高まっている状

況を受け、事業者向けに注意喚起のリーフレッ

トを作成しました。製造業や接客娯楽業など、

多くの業種で「永住者等」の被災件数がワース

ト１位になっています。「日本での生活年数が長

い（永住者等）という理由だけで日本語理解度

が高いという思い込みをやめる」よう求めまし

た。 

 「永住者等」には、永住者、永住者の配偶者、

日本人の配偶者が含まれます。同労働局安全課

は、「永住者だからといって、日本語を完璧に理

解しているとは限らない。むしろ家では外国語

しか使用しておらず、日本語に不慣れなことも

多い。安全のための指示を確実に伝えるために

も、個人の日本語の理解度に配慮してほしい」

と話しています。リーフでは、外国人に対する

安全衛生教育実施のポイントとして、日本語の

上手な労働者に教育の補助を依頼したり、動画

などの視聴覚教材を使用したりするようアドバ

イスしています。 

 2026 年８月末現在、同労働局管内では 274

人の外国人が被災しました。日本人を含む全災

害に占める割合

は 5.8％です。

24 年の１年間は

4.7％、25 年は

5.0％ で 、 悪 化

しています。 

転勤範囲や
初期配属先 個別面談で希望確認 
第一生命・内定式 

第一生命保険㈱は 10 月１日、「同意のない転

居転勤廃止」宣言以来、初の内定式を開き、主

体的なキャリア形成などを主軸としたグループ

人事戦略を解説しました。人事担当者が基幹職

内定者 155 人へ個別にキャリア面談を行い、入

社後１年間の転居転勤の可否や、初期配属先の

最終希望を尋ねています。 

 同社では来年４月から、転居転勤の可否や範

囲を毎年選択できる制度の運用を開始します。

選択によって基本給に差は付けず、実際に転居

転勤している期間に限り、最大月 16 万円の手当

を支給します。 

初期配属先に関しては、無限定の「オープン

コース」の内定者にも、「企画管理」、「資産運用」

などのビジネス領域から第１～３希望までをヒ

アリングしました。基本的に第３希望までの範

囲で決定する予定です。インターンシップや

内々定の社員との交流会を通じ、志望先の各部

門の仕事内容が把握できているか、長期的なキ

ャリアプランとの整合性が取れているかについ

ても確認しています。 
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専門家を派遣し中小企業支援へ 
不妊治療との両立 愛知県 

 愛知県は従業員の不妊治療と仕事の両立支援

に取り組む中小企業を後押しするため、両立支

援制度や相談窓口の整備を支援する事業を立ち

上げました。社会保険労務士などの専門家を派

遣し、休暇制度の新設・整備などを助言します。 

 同県労働福祉課は「不妊治療は社内の人に相

談しにくい特性があり、離職を招きやすい」と

指摘。誰にも相談できずに離職に至る例が多い

としました。相談体制の整備に当たっては、外

部機関との連携も勧めていきます。 

 支援は無料で、先着３社まで受け付けます。

募集締切りは今年 12 月 15 日です。支援事例は

セミナーでの横展開を図っています。 

 

送検 

年休取得させず送検 
１年半時季指定を怠る 高松労基署 

香川・高松労働基

準監督署は、労働者１

人に１年７カ月間、一

切年次有給休暇を取得

させなかったとして、

衣料・食料品小売業者

と同社代表取締役を労

働基準法第 39 条（年次有給休暇）違反の疑いで

高松地検に書類送検しました。立件対象となっ

たのは令和６年７月 14 日～７年７月 13 日と７

年７月 14 日～８年１月 12 日までの各期間です。

同社は各期間において、年休のうち５日間を時

季指定により取得させていなかった疑いが持た

れています。 

労働者は同社の倒産に伴い、８年１月 12 日を

もって退職しています。同労基署は、１年に満

たない期間についても「基準日からの労働日が

５日以上ある場合、５日間の時季指定義務が生

じる」としました。基準日からの労働日が５日

未満の場合、義務は生じません。６年７月 13 日

以前の期間の年休の取得の有無については公訴

時効が成立しているため捜査していないとしま

した。 

違反は労働者からの相談により発覚しました。

退職後の労働者から「在職中に年休を取れなか

った」との情報提供を受けて捜査に入り、違反

を確認しています。 

 

監督指導動向 

条件明示違反が増加 
令和６年のルール変更影響し 
中央労基署 

東京・中央労働基準監督署は、令和７年に行

った監督指導において、労働条件の明示に関す

る違反が明確に増加していると明かしました。

令和６年４月から条件明示のルールが改正され

たことが影響したようです。同労基署の担当者

は「大半が法令改正に追い付いていない違反だ

った」と話しています。 

６年４月から、労働基準法施行規則の改正に

より、全労働者に対し、就業場所・業務の変更

の範囲の明示が必要になりましたが、これが漏

れている事業場が多数ありました。有期契約労

働者への明示が義務付けられた「更新上限の有

無・内容」などよりも多く不備が見受けられま

した。 

違反が増えた要因として、就労実態から労働

者性を認められたフリーランスの存在も挙げま

した。業務委託でトラブルがあり、フリーラン

スが労基署に「自分は労働者だ」と相談したこ

とを契機に、トラブルに関する違反と合わせて、

条件明示違反を指摘することがあるといいます。

トラブルとしては「業務中（通勤中）に事故に

あった」、「報酬が支払われない」などがあり

ました。 

同労基署の担当者は、「改正は、６年４月以

降に雇い入れたり、無期転換申込権が発生した

際の明示に関するものなので、違反の増加傾向

は続くのでは」と分析しています。今後も監督

指導などを通して、取締りと法令周知を両輪で

進めていきます。 
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調査 

４割が「法定雇用」未達 多様な人材の活躍等に関する調査（日商・東商） 

日本商工会議所と東京商工会議所は各地商工会議所の会員企業を対象に調査を行い、障害者雇用

の義務が生じる従業員数 37.5 人以上規模の企業のうち、法定雇用率を達成した企業は 42.7％で約

４割に留まると公表しました。「雇用しているが、法定雇用率は満たしておらず、達成に向けて取

り組む」企業は 21.5％、「雇用しているが、法定雇用率は満たしておらず、さらなる雇用は困難」

な企業は 7.2％となっています。 

「雇用しておらず、募集・採用に向けた取組みを行っていない」企業は 18.2％でした。従業員

規模が小さくなるほど割合が高まっており、37.5～50 人規模では 46.0％で、約５割に上っていま

す。 

雇用が困難な理由については、「障害特性を踏まえた業務切り出し、設定が困難」（51.7％）、「就

労・教育をサポートする人的な余裕がない」（50.9％）と回答する企業がそれぞれ約半数となりま

した。「自社業務に適性のある人材を採用できない」も 41.1％で少なくありません。 

 

障害者雇用が困難な理由（複数回答）（上位 5位のみ抜粋） 

実務に役立つＱ＆Ａ 

本人以外の相談対応は 求職活動等でセクハラ 
 

 

 

 

 

 

令和８年 10 月１日から、事業主は求職者等の求職活動等が性的な言動により阻害さ

れないように、相談体制の整備等が必要です（均等法 13 条）。求職者等には、就職説

明会やインターンシップ、ＯＢ・ＯＧ訪問等の参加者や教育実習生が含まれます。 

相談窓口はあらかじめ求職者等に周知が必要ですが、求職者が大学生等の場合、学校のキャリア

センター等に相談を行う可能性があり、その場合、学校の担当者から事業主に対して情報提供され

ることが想定されます（令８・４・24 雇均発 0424 第１号）。指針（令８・２・26 厚労省告示

52 号）では、キャリアセンターの担当者や学校の教職員等と連携して適切に対応するのが望まし

いとしています。 

求職活動等におけるセクシュアルハラスメントの対策が義務付けられましたが、

相談窓口では、学生本人からの相談には応じるとして、関係者からの相談にはどの

範囲まで応じる必要があるのでしょうか。たとえば、家族や学生が所属する学校か

らの相談も対応する義務があるということでしょうか。 

Q  

A 

51.7%

50.9%

41.1%

40.8%

35.1%

障害特性を踏まえた業務切り出し、設定が困難

就労・教育をサポートする人的な余裕がない

自社業務に適性のある人材を採用できない

作業施設・設備等の整備が困難

障害者雇用を推進する人的な余裕がない
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身近な労働法の解説 ―ハラスメント相談窓口― 

男女雇用機会均等法および労働施策総合推進法では、「セクシュアルハラスメント」、「妊娠、

出産等に関するハラスメント」、「パワーハラスメント」、「カスタマーハラスメント」の防止措

置において、事業主に相談窓口の設置を義務付けています。 

 

1. 窓口の設置および措置 

事業主は、労働者からの相談に対し、その内容や状況に応じ適切かつ柔軟に対応するために必要

な体制の整備として、次の（１）（２）の措置を講じることとしています。 

（１）相談（苦情を含む）への対応のための窓口（以下「相談窓口」という）をあらかじめ定め、

労働者に周知すること 

相談窓口をあらかじめ定めていると認められる例として、各指針（平 18 年厚労省告示 615

号、平 28 年厚労省告示 312 号、令 2 年厚労省告示 5 号、令 8 年厚労省告示 51 号）では以下

を挙げています。 

① 相談に対応する担当者をあらかじめ定めること 

② 相談に対応するための制度を設けること 

③ 外部の機関に相談への対応を委託すること 

求職者等に対するセクシュアルハラスメントの相談窓口の周

知については、求職者等は人事担当者への相談をためらうこと

も想定されることから、相談窓口の担当者として人事担当者以外の者を指定することも考えら

れるとし、指針（令 8 年厚労省告示 52 号）では以下の例を挙げています。 

①求職者等に対し、パンフレット、ホームページ等によって、相談窓口を周知すること 

（２）上記相談窓口の担当者が、相談に対し、その内容や状況に応じ適切に対応できるようにする

こと 

相談窓口の担当者が適切に対応することができるようにしていると認められる例として、各

指針では以下を挙げています。 

①相談窓口の担当者が相談を受けた場合、その内容や状況に応じて、相談窓口の担当者と人

事部門（カスタマーハラスメントにおいては、関係部門）とが連携を図ることができる

仕組みとすること 

②相談窓口の担当者が相談を受けた場合、あらかじめ作成した留意点などを記載したマニュ

アルに基づき対応すること 

③相談窓口の担当者に対し、相談を受けた場合の対応についての研修を行うこと 

 

２. 窓口の設置に関し行うことが望ましい取組みの内容 

「セクシュアルハラスメント」、「妊娠、出産等に関するハラスメント」、「パワーハラスメン

ト」は、単独ではなく複合的に生じることも想定し、相談窓口を一体的に設置し、一元的に相談に

応じることのできる体制を整備することが望ましいとしています。 

一元的に相談に応じることのできる体制の例として、各指針では以下の①②を挙げています。 

①相談窓口で受け付けることのできる相談として、複数のハラスメントを明示すること 

②相談窓口が複数のハラスメントの相談窓口を兼ねること 
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今月の実務チェックポイント 

公益通報者の保護 

公益通報者保護法は、公益通報（内部告発等）を行った労働者を解雇・降格などの不利益取扱いから

守ることを目的とし、内部告発者を守ることで法令遵守を促進するための法律です。2026 年 12 月１日

から、すべての事業者において、公益通報を行った労働者への解雇・懲戒などの不利益取扱いに対する

罰則が科されるようになります。 

今月は、改正に関して、事業者として確認したいポイントを紹介します。 

 

１．公益通報者の保護 

公益通報とは、労働者・派遣労働者・退職者・役員・フリーランス（フリーランスであった者を含

む）等が、不正の目的でなく勤務先や取引先における対象法令違反（犯罪行為や過料対象行為等）の

不正行為を通報することです。 

保護の内容は以下のとおりです。 

・公益通報を理由とする解雇その他不利益な取扱いを禁止しています。公益通報を理由として労働

者を解雇・懲戒などをした者に刑事罰が科されます。 

・公益通報を理由とする事業者の損害賠償請求が禁止されます。 

・公益通報から１年以内の解雇・懲戒は、公益通報を理由とするものと推定されます。 

「不利益な取扱いの例」として、懲戒解雇、解雇、退職の強要、正社員を非正規社員とするような

労働契約内容の変更の強要、降格、不利益な配置転換等、人事考課において不利益な評価を行う、不

利益な自宅待機命令、譴責等の懲戒処分、減給、賞与・退職金の不利益な算定などがあります。 

なお、公益通報とならない通報についても、労働契約法等の他の法令等によって通報者が保護され

る場合もあります。 

 

２．その他の禁止事項 

事業者は、法改正前からの不利益取扱の防止措置等に加え、通報妨害行

為や通報者探索を防ぐための社内体制の整備措置を行う必要があります。 

（１）通報妨害の禁止 

事業者は、労働者に対し、正当な理由がなく、以下の行為をすること

により、公益通報を妨げることは禁止されています。 

・公益通報しない旨の合意をすること 

・公益通報した場合に不利益な取扱いをすることを告げること 等 

（２）通報者探索の禁止 

事業者は、正当な理由がなく、公益通報者である旨を明らかにすることを要求すること、その他

の公益通報者を特定することを目的とする行為をしてはならないこととされています。 

 

公益通報者保護法では、上記のほか、常時使用する労働者数 301 人以上の事業者に対し、 

①内部通報の受付・調査等の業務を担う従事者の指定 

②内部通報窓口の設置や内部規程の策定等、公益通報に適切に対応するための体制整備、労働者等に

周知する等 

を義務付けています（300 人以下の事業者は努力義務）。 
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助成金情報 

早期再就職支援等助成金（中途採用拡大コース） 

早期再就職支援等助成金（中途採用拡大コース）は、中途採用者の雇用管理制度を整備したうえ

で、中途採用を拡大し、雇い入れた中途採用者の賃金を雇入れ前と比して５％以上上昇させた事業

主に対して助成します。賃金上昇を伴う中途採用の拡大に取り組む事業主への支援を目的としてい

ます。 

人手不足が続くなか、経験や能力を持つ人材を中途採用し、前職より良い処遇で迎え入れる企業

の取組を支援することを目的としています。 

 

【支給要件】 

１．支給対象者 

 （１）申請事業主に、中途採用により雇い入れられた 

 （２）雇用保険の一般被保険者または高年齢被保険者として雇い入れられた 

 （３）期間の定めのない労働者（パートタイムを除く）として雇い入れられた 

 （４）雇入れの日の前日から起算してその日以前１年間に、雇用関係、出向、派遣、請負または

委任により当該事業主の事業所で就労したことがない 

 （５）雇入れ日の前日から起算してその日以前１年間に、申請事業主と密接な関係にある事業主

に雇用されていた経験がない 

２．次の（１）、（２）にかかる中途採用計画を作成し、管轄の労働局に届け出ること 

（１）中途採用者の雇用管理制度（募集・採用を除く、労働時間、休日、雇用契約期間、評価・

処遇制度、福利厚生など）の整備 

（２）中途採用の拡大に取り組む期間（６カ月間または１年間） 

※常時雇用する労働者が 300 人を超える事業主は、計画提出時点において、自社ホームページ

等で「中途採用比率」を公表していることが必要です 

３．中途採用計画期間に、次の（１）から（３）までの取組を実施すること 

（１）中途採用計画期間中に対象労働者を雇い入れること 

（２）中途採用計画期間中の中途採用率について、以下のいずれかを満たすこと 

   ・中途採用計画期間の前年同期と比較して、中途採用率を５ポイント以上上昇させること

（例：前年同期 30％の場合は 35％以上） 

   ・中途採用計画期間中の中途採用率が 50％以上であること（計画期間が１年間である場

合） 

（３）対象労働者の直近の雇入れ前事業所（前職）において支払われていた賃金と、雇入れ後６

カ月間の賃金支払日ごとに支払われる賃金とを比較して、いずれも５％以上上昇させたこ

と 
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【助成額】 

通常助成の額は、対象労働者 1 人につき 20 万円です。1 年度につき、1 事業所 20 人分が上限。

一定の成長性が認められる事業所については、対象労働者 1 人につき 10 万円が加算。 

成長要件加算を受けるには、通常の支給要件を満たしたうえで、次のいずれかに該当する必要が

あります。 

①経済産業省の「ローカルベンチマーク」による財務分析の総合評価点が「B」以上であること 

②直近 2 年度を比較して、給与等受給者 1 人当たりの平均受給額を５％以上上昇させたこと 

 

【手続】 

対象者を採用する前に中途採用計画を届け出ること。中途採用計画は、計画開始日の 6 カ月前か

ら開始日の前日までに、管轄の労働局へ提出する。 

計画期間中に、雇用管理制度の整備、対象労働者の雇入れ、中途採用率の拡大および５％以上の

賃金上昇を実施します。 

支給申請は、計画期間終了日の翌日から 6 カ月を経過した日の翌日から 2 カ月以内に行います。

申請時には、支給申請書、中途採用率算定対象者一覧、雇用契約書、賃金台帳、出勤簿、前職の賃

金を確認できる給与明細書等を提出します。 

 

＊ 制度の詳細は厚生労働省 HP「早期再就職支援等助成金（中途採用拡大コース）」をご参照くだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

 

今月の業務スケジュール 

 

労務・経理 慣例・ 行事 

●10 月分の社会保険料の納付 

●10 月分の源泉徴収所得税額・特別徴収住民税額の納付 

●３月決算法人の法人税・消費税・地方消費税・法人事

業税・法人住民税の中間申告・納付） 

●お歳暮の準備・発送 

●秋の全国火災予防運動 

●過労死等防止啓発月間 

●過重労働解消キャンペーン 

●職業能力開発促進月間 


